
令和７年度 重点支援地方交付金の活用状況について
福岡県 宇美町

令和７年度 交付限度額 ７億 ６１４万円
令和７年度 交付決定額 ６億４１７５万円
残額（令和8年度実施計画等にて活用） ６４３９万円

■実施状況

■事業概要 ※詳細は別途実施計画をご覧ください

◆宇美町物価高騰対応生活応援給付金支給事業 事業費：３億７７２４万円 ※食料品特別加算を活用
食料費価格高騰の影響を受けている全町民に対して、食料品の購入のために1人あたり1万円の現金給付を行う。
対象者：令和8年1月1日時点で宇美町の住民基本台帳に登録のある方

◆上水道基本料金の減免による住民生活・地域経済支援事業 事業費：５２４９万円
物価高騰等に直面する生活者や事業者の負担軽減のため、水道使用料の基本料金を３か月間減免することにより、住民への生
活支援及び事業者への経済的支援を行う。（上水道未使用世帯及び事業所へは減免相当額分の町指定ごみ袋を支給する。）
※公共施設を除く

◆プレミアム付き地域商品券発行事業 事業費：２０００万円
物価高騰の影響を受けている町民に対して、生活の支援を行うとともに、地域における消費の喚起・下支えを行うために、町
内限定で使用できるプレミアム付き商品券を発行する。
商品券発行総額：192,000,000円（プレミアム率20％）

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

◆低所得世帯支援給付金支給事業 事業費：２９０１万円 ＜令和6年度からの継続事業＞
エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい令和6年度非課税世帯に対し、1世帯
あたり3万円、子ども1人あたり2万円を支給し生活支援を実施する。

◆定額減税調整給付金（不足額給付）支給事業 事業費：１億３７２９万円
エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい令和6年度非課税世帯に対し、1世帯
あたり3万円、子ども1人あたり2万円を支給し生活支援を実施する。
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■事業概要 ※詳細は別途実施計画をご覧ください
事業者支援

◆町内福祉施設等物価高騰対応支援事業 事業費：１７０万円
物価高騰等の影響を受けている福祉施設等に対し、負担軽減のために物価高騰に係る経費の一部を補助する。
※介護通所施設： 8,700円/人（高圧）、 8,300円/人（低圧） 訪問相談：14,200円/事業所
介護入所施設：24,600円/人（高圧）、23,600円/人（低圧） 福祉通所：1,400円/人

◆運送事業者等支援金交付事業 事業費：７２７万円
物価高騰等の影響を受けている運送事業者等に対し、車両1台あたり20千円の支援金を給付し、事業の継続を支援する。

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

保育所・小中学校等支援

◆保育所等物価高騰対策支援事業 事業費：６０３万円
物価高騰の影響を受けている民間保育所に対して、給食に係る材料費高騰分（3歳以上児1人780円/月、3歳未満児1人1,300円/
月）を助成する。

◆物価高騰対応小学校給食費支援事業 事業費：３７７４万円
物価高騰等の影響を受けている小・中学生の子供がいる世帯への経済的負担の軽減のため、令和7年度給食費の値上げ（小学
校1食あたり80円、中学校１食あたり40円）分の補填を行う。
※教職員等を除く


